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はじめに 

地球温暖化、海洋プラスチック問題、海洋資源の枯渇など、海洋は深刻な危機に直面して

いる。海洋を取り巻く多様な課題に関わる国際的な動向に注目しながら、持続可能な社会の

実現に向けて、わが国が世界をリードする分野を確立し、イニシアチブをもって対処してい

くことが必要である。笹川平和財団海洋政策研究所では、そうした先駆的な取組みとして、

世界のシンクタンクと連携し包括的な視点により、気候変動と安全保障等の課題を研究し、

さらに問題解決のための革新的な資金調達の方法としてのブルーファイナンシングのあり

方等について検討してきた。2020 年度以降は、研究の深化、さらなる成果の普及啓発、事

例情報の充実、発信プロセスの確立により、総合的な海洋保全と持続可能な開発のバランス

が取れた社会形成の方策を継続して国際社会へアピールすることを目指したものの、コロ

ナ禍の影響により当初予定していた研究活動の一部変更や延長を余儀なくされた。2020年

度の事業活動は、日本財団との調整の上 2021 年度まで延長されたが国内外の現地調査

や延期となった一連の国際会議での研究発表等については、コロナ禍の長期化を受けて

2022 年度の「持続可能な海洋環境の構築」事業等の関連事業に引き継ぐかたちとなっ

た。 

 

 以下の通り、研究課題を包括課題と個別課題に分け実施した。 

１．包括課題研究 

 中長期的な視点で、海洋が直面する喫緊の課題に対する解決策を創造的な観点から提示

するため、研究を実施する。スティムソンセンター（ワシントン DC）に代表されるような

国内外で実績を有する研究所と連携し、気候変動と安全保障をテーマに学際的な研究を行

った。また、海洋の持続可能な開発と保全活動を支える革新的な資金調達の手段として「ブ

ルーファイナンシング」について、アジア開発銀行研究所らと共同研究を実施した。 

 

２．個別課題研究 

 短中期的な視点で集中的に取り組む課題として、環境移転問題の解決に向けた研究を実

施した。また、研究員からの萌芽的な研究課題の提案を受けて、幅広い視点から機動的な研

究活動を実施した。 
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I. 【包括課題研究】気候変動と安全保障に関する研究 

１．スティムソンセンターとの気候変動海洋リスク脆弱性に関する共同研究 

                                                    

 気候変動を中心とした島嶼国や沿岸域が直面する多様なリスクについて総合的に検討し、

それらのリスクを評価・可視化するため、2019 年度より米国・スティムソンセンターと連

携し進めてきた「気候変動・海洋リスク脆弱性指標（Climate and Ocean Risk Vulnerability Index: 

CORVI）」を用いた調査研究を実施した。 CORVI とは、スティムソンセンターが開発し改

良を重ねている沿岸都市における気候変動と海洋に関連した社会的なリスクを評価するた

めの手法である。2021年度から 2022年度に、リスク分析に関する業務の一部を、スティム

ソンセンターに委託し、研究手法の改善およびオンラインプラットフォーム（データベース

および地域研究の分析を蓄積したウェブサイト）の構築を進め完了させた。2カ年の調査研

究により、海洋政策研究所が共同で実施した調査結果を含めて 8カ国のデータをそろえ、5

カ国について上記のプラットフォームで分析が公開された。そのことにより政策決定者を

含む利害関係者らに広く調査結果を伝えるための報告書および成果普及・利用のためのツ

ールが整った。海洋政策研究所は、アジア太平洋地域の主要沿岸都市であるフィジー・スバ、

フィリピン・ダグパン、バングラデシュ・チッタゴンの３都市を都市機能および気候変動に

対する脆弱性を含むリスクの観点から選定し、国別のリスク評価を行った。（加えて、ステ

ィムソンセンターにより、ジャマイカの首都キングストン、セントルシアの首都カストリー

ズ、ケニヤの沿岸都市モンバサ、タンザニアの首都ダルエスサラーム、セントクリストファ

ー・ネービスの首都バセテールを対象に CORVI研究を実施した。） 

また、並行して CORVIの方法論と事例研究の成果を論考や学術論文にまとめた。沿岸都

市ごとの分析については、2019年度から継続しているスバ・フィジーにおける CORVIを用

いた調査に関して、追加のデータ収集を行い指標化・分析を進め、論文化への作業を進め、

2021年度に学術誌に投稿した。2020年度からは、アジア地域で最も気候変動に対する脆弱

性が高いフィリピンおよびバングラデシュを対象に、CORVI 研究に着手し、それぞれフィ

リピン・ダグパン、バングラデシュ・チッタゴンにおいて調査を実施した。フィリピンのダ

グパン市を対象とした CORVI調査は、フィリピンのコンサルティング企業であるエコセン

シア社との業務委託契約を締結し現地調査を実施した。また、バングラデシュのチッタゴン

市では、私立の名門校であるインデペンデント大学・バングラデシュと共同研究として、業

務委託を通じて調査を実施した。2020 年度には、両国でサンプルの半数を収集し、次年度

以降の分析・成果普及のための基盤を構築した。2021年度前半は、2020年にスティムソン

センターに委託し、2021年度に延長した CORVIオンラインプラットフォーム（各地域研究

の成果発信を目的としたウェブベースのデータベースサイト）のプロトタイプ構築の業務

を 6月に完了した。 
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図：CORVIオンラインプラットフォーム（データポータル）の紹介 

 

 

2021 年度の延長分では、海洋政策研究所研究員による現地調査や現地の利害関係者との

コンサルテーションを予定していたものの、コロナ禍のため実現しなかった。フィリピン・

ダグパン、バングラデシュ・チッタゴンにおける調査については、2021 年度「持続可能な

海洋環境の構築」事業に引き継ぎ完了させ、フィジー・スバを含む海洋政策研究所が支援実

施した 3カ国の国別報告書案が完成した。これらの調査を通じて、対象とした沿岸都市の分

野横断的なリスク評価および優先的に取り組むべき課題が明らかになった。さらにフィリ

ピンおよびバングラデシュでの CORVI 調査に基づく学術論文の草稿を準備した。今後は、

成果の普及及び政策決定者や当該コミュニティーへの働きかけを行っていきたい。 
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２．気候変動への安全保障の面からの対応 

 地球温暖化に起因すると考えられる大規模災害、海面上昇、および漁業資源の分布変化

に焦点を当て、インド洋・太平洋における被害や紛争の実態と各国海上防衛組織・海上法

執行機関による取組みの現状を把握すると共に対応の在り方を検討し、政策提言に資する

ため調査研究を進めた。2020年度は、新型コロナウイルスによる渡航制限から海外への訪

問はすべてキャンセルし、代わりにオーストラリアの有識者らとメイルにより意見交換

し、資料を収集するとともに、国内有識者とも個別に意見交換し、資料を収集した。ま

た、2020年度は地球温暖化が人類生存基盤や国際関係を脅かす事態に対処する気候安全保

障の概念が未だ広く理解はされていない現状に鑑み、『気候安全保障―地球温暖化と自由

で開かれたインド太平洋』 と題して、気候安全保障を包括的にまとめる日本語で初の書

籍の発行を計画し、その準備を進めた。編集会議を 2020年 12月 16日、翌年 1月 13日に

開催した。執筆には、当財団研究員に加えて、亀山康子・国立環境研究所社会環境システ

ム研究センター長や德地秀士・政策研究大学院大学客員教授（笹川平和財団米国特別研究

員）など当該分野に造詣の深い専門家が参加し、2021年度の出版を目指し 9月に発行し

た。さらに、2021年 3月 12日に非公開オンラインセミナー「インド太平洋における『気

候安全保障』」を開催し、豪・仏・日３名の専門家が登壇し、政府関係者や防衛関係者の

参加の下、海洋安全保障の視点から気候変動と地域安全保障の関係について知見を深め

た。 
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II. 【包括課題研究】ブルーファイナンシング 

１．ブルーファイナンシングに関する基礎研究 

 2020 年度には、ブルーファイナンシングの促進に向けた国際的な枠組の構築や再生可能

エネルギーへの投資効果の評価、函館市における津波災害とリスクファイナンシング、島嶼

国の食糧安全等をテーマに研究を行い、４本の査読付き学術論文が Journal of Social and 

Economic Development、Environment and Planning B: Urban Analytics and City Science、Singapore 

Economic Review、及びMarine Policyにそれぞれ掲載された。また、国立高雄大学（National 

University of Kaohsiung）と共同編集の書籍「Climate Change and Disaster Management Law and 

Policy」が出版された。さらに、アジア開発銀行研究所ワーキングペーパーの一部として、

論文１本が公開された。また、2020年 11月 10日から 11日にかけてブルーファイナンシン

グに関するオンライン国際会議をアジア開発銀行研究所（ADBI）、オーストラリア国立海洋

資源安全保障センター、台湾海洋委員会と共催した。海洋政策研究所研究員は、国際応用シ

ステム分析研究所（IIASA）との共同研究を含む３件の研究成果を当会議にて発表した。こ

れらの研究成果はアジア開発銀行研究所ワーキングペーパーとしての出版が計画されてい

る。加えて、台湾工業技術研究院（ITRI）との共同研究を実施し、洋上風力発電を事例とす

る再生可能エネルギーの投資効果に関する政策シミュレーションを行った。研究成果は、国

立台湾海洋大学（National Taiwan Ocean University）が主催する洋上風力発電と法・経済に関

するオンライン国際学会で発表され、投稿論文はアジア開発銀行研究所が発行する書籍

「Strengthening Environmental, Social, and Governance Investment under COVID-19」に受理され、

2021年４月に出版予定である。 

 

２．アジア開発銀行研究所との共同研究 

 2021 年度上半期には、ブルーファイナンシングの促進に向けた国際的な枠組の構築や再

生可能エネルギーへの投資効果の評価等をテーマに研究を行い、2本の学術論文が Integrated 

Disaster Risk Management Journalおよび Marine Policyにそれぞれ掲載された。なお、Marine 

Policy国際学術誌の特集号「Blue Economy and Finance」、アジア開発銀行研究所、オースト

ラリア国立海洋資源安全保障センターとの共同出版による書籍「Blue Economy and Blue 

Finance: Toward Sustainable Development and Ocean Governance」の編集・査読を行い、2022 年

度に出版が予定されている。ただ、2021 年度に延長分として予定していた、ロンドン、ジ

ャカルタ、バンコクへの訪問や学会発表、意見交換は、コロナ禍による渡航制限から実現し

なかった。 
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III.【個別課題研究】環境移転問題 

１．気候起因の移住における「尊厳ある移住」概念の適用に関する研究 

環境移転問題について、気候変動に着目しアジア太平洋地域での人々の移動に関わる政

策課題を明らかにするために、2020年度は、特に「尊厳ある移住」という概念を軸に、この

概念に基づいた実際的な政策的枠組の構築に関する研究や事例の分析を進めた。米・環境法

研究（ELI）、国際移住機関（IOM）、デラウェア・ロースクールとの共同研究および業務委

託を通じて法学研究を行い「尊厳ある移住のための概念・政策的枠組み」報告書を作成した。

さらに、尊厳ある移住に関する事例調査を行うための方法論を示した報告書をとりまとめ、

その方法論に基づき、米・ハワイ州、オレゴン州、アーカンソー州にそれぞれ移住したマー

シャル諸島共和国出身者へのヒアリング調査を実施し、学術論文の草稿を３本準備した。 

また、国内での「尊厳ある移転」研究の日本事例への適用と検討を行うために、国内外の

環境移転事例に係る豊富な知識を有する外部専門家にも調査研究業務の一部を委託し分析

作業を行い、福島県の事例研究を含む学術論文の草稿３本を作成した。2021 年度の延長分

の計画の下、12 月 21 日から 22 日に、感染対策を講じた上で福島県双葉郡広野町を訪問し

た。東日本大震災から 10年を経ても、帰還困難区域が多く残っていることも実感し、帰還

の問題が依然、大きな課題であることが判明した。現地調査では、2020 年に三選を果たし

た遠藤智町長に表敬訪問を行い、復興の振り返り、今後のビジョンを伺うとともに、広野町

における調査研究を歓迎する旨の激励を受けた。震災後に帰還民を 10年間にわたり継続的

に調査したケースは全国的にも稀であり、研究への協力は惜しまないとのことであった。今

後、広野町の仮設住宅で生活していた帰還民への直接のヒアリングは、コロナ禍もあり難し

いかもしれないが、様子を見ながら社会福祉協議会の生活支援相談員による高齢者への訪

問に同行する、あるいは生活支援相談員へのヒアリングを実施することは可能かもしれな

いので、引き続き同課と連絡を取り合うことを提案された。限定的ではあったものの広野町

における仮設住宅の（元）住民へのオンラインのヒアリング調査や報道記事をもとにしたテ

キスト分析をもとに 2021年度に論文をまとめた。継続的にデータを収集し、観察・分析を

進めていきたいと考えるが、インフォーマントの高齢化の問題にも直面している。コロナの

状況を見ながら可能なかたちで研究を継続していきたいと考える。 

 

２．共同研究のとりまとめと普及 

これらの共同研究を通じて、海洋政策研究所が企画に関わり支援した学術論文２本、さら

に海洋政策研究所の研究員自身が執筆に関わった学術論文６本の論文が 2021年度に完成し、

2022年 4月に発行予定の英文学術誌 Journal of Disaster Research の特集号"Migration, Dignity, 

Fragility and Pandemics"に受理された。2021年度に延長分として予定していた、太平洋島嶼

国におけるヒアリング調査やワークショップは、コロナ禍による渡航制限から実現しなか

った。 
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IV.【個別課題研究】海洋政策特別研究 

１．背景・目的 

海洋を巡るさまざまな危機が顕在化する中、現状では海洋分野における政策研究は発展

途上であり、より一層、効果的な政策とその実施、および国際的な連携が求められている。

人類共同の財産である海洋を 200 年後の人類に健全な状態で引き継ぐため、海洋にまつわ

る現在の諸問題に対し、自然科学・社会科学・人文科学を統合した学際的な科学的アプロー

チをもってその問題の把握と分析を行い、解決策を提示する必要がある。また、それら科学

的根拠に基づく実現可能な政策を提起し、それらの政策を実現するための環境整備も必要

である。課題解決のための取組みをローカル、リージョナル、グローバルの様々な規模を対

象として実施することで、海洋に関する問題解決に貢献することが求められている。近年、

持続可能な開発目標（SDGs）に代表される総合的な国際的アジェンダや、ブルーエコノミ

ーといった新しい社会経済のモデルが打ち出されるなど、海洋を巡って国際社会には新た

な潮流が生まれつつある。OPRIは海洋分野のシンクタンクとして、新しい発想に基づいた

政策研究を発掘し育てていかなければならない。そこで、個人あるいはグループの自由な着

想による研究に助成するため、提案型研究を募集し実施した。なお、2021 年度には提案型

個人研究は、別事業にて一部引き継いだため、本事業の延長分での実施はなかった。 

 

２．選考過程と採択課題 

 上記の背景を踏まえた、海洋分野の課題解決に資する申請を広く受け付けた。海洋ガバナ

ンスなど今後さらに重要となる政策課題に関連し、既存の事業にはない新しいテーマや資

金援助によって大きく発展が見込める課題を想定した。基礎的な調査研究も含めることと

した。また、期間は開始から 2021年 3月末までの単年度とした。 

 OPRIの研究員を申請代表者とし、代表者を含む 1名以上のメンバー構成とした。申請の

際は、アドバイザーとして OPRIの主任研究員あるいは当該分野の外部有識者等を必ずメン

バーに含むことを条件とした。 

 

 政策提言への寄与、新規性、実現可能性、予算の妥当性の４つの軸を５段階で評価し、以

下の８課題を採択した。 

① 海面上昇に伴い水没した島嶼および沿岸域の法的地位に関する研究 

② 海洋における課題解決に向けたバイオロギングデータのデータベースの作成 

③ 「無人運航船」をめぐる法的諸問題に関する研究 

④ 中国の海洋生態レッドライン制度に関する研究調査 

⑤ 漁業者の所得向上につながる資源管理政策に関する定量的な研究 

⑥ 「サンゴ年輪研究の環境モニタリングとしての役割と社会実装について」の調査研究 

⑦ 公海管理に関する西インド洋島嶼国間協力と効果的管理体制構築に向けた課題 

⑧ ASEAN地域のブルーファイナンスのポテンシャル検証：定量的な萌芽研究と事例分析 
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３. 課題ごとの成果 

①「海面上昇に伴い水没した島嶼および沿岸域の法的地位に関する研究」 

（申請代表者：本田 悠介） 

海面上昇に伴う様々な法的論点 （国連海洋法条約上、想定されていない問題について以

下のように分類し整理した 

・ 海洋法上の問題 

 陸と海の境界線となる 「基線（baseline ）の法的地位 」 への影響 

 当該海洋空間における沿岸国の主権的権利・管轄権の行使への影響 

 対応策としての人工島、埋め立て、防御設備に関する 活動の法的地位 

・ 国家性 Statehood ：国家としての独立性 ）に関する問題 

 完全に水没した領土の国家としての法的地位への影響 

 水没や人が住めなくなることを防止するための島の補強・人工島建設の法的評価 

 水没や人が住めなくなることによる 小島嶼開発国 の国家性・併合等の可能性 

・ 海面上昇に伴う人の保護に関する問題 （いわゆる、気候変動難民 の問題 

 海面上昇に関連する影響に対する管轄権下の個人の人権保護の義務の程度 

 海面上昇の悪影響による人の避難や移転等に適用される国際法原則の有無 

 これらをふまえ海洋法上の論点として（１）基線の移動の影響、（２）海洋境界画定に関

する影響、（３）海洋権原 maritime entitlement 上の問題の３つを設定し、それぞれの法的な

位置づけや制限を明らかにした。 

 

②「海洋における課題解決に向けたバイオロギングデータのデータベースの作成」 

（申請代表者：岩田 高志） 

これまでに日本人研究者により実施されてきたバイオロギング研究の野外調査の実績を

調査し、取得されてきたバイオロギングデータのデータベースを作成した。日本のバイオロ

ギング研究の実態を把握することができた。例えば北海道から沖縄まで少なくとも 22 の都

道府県で野外調査が実施され、合計 51 種類以上の動物からデータが取得されていることが

明らかとなった。51 種類の内訳として、哺乳類 5 種、鳥類 5 種、爬虫類 2 種、魚類 36 種、

無脊椎動物 3種となり、多くの魚種が対象となっていることがわかる。この数値から漁業の

対象となる動物の生態調査が優先的に行われている可能性が考えられる。2020年 11月に開

催されたバイオロギングシンポジウムのワークショップにおいて、本研究の進捗状況を発

表したところ、動物から得られたデータを登録するのではなく、メタデータを作成するのは

研究効率を高めると考えられた。 

 

③「＜無人運航船＞をめぐる法的諸問題に関する研究」 

（申請代表者：中田 達也）  

  無人運航船に関わるさまざまな法的問題について坂元茂樹 同志社大学法学部教授と
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兼原敦子 上智大学法学部教授を共同座長とする研究会を組織し、無人運航船の定義、船籍

付与に関する課題、衝突回避の手順、事故が発生した場合の責任についてとりまとめた。研

究代表者のほかに、研究会委員として黒﨑将広 防衛大学校人文社会科学群准教授、坂巻静

佳 静岡県立大学国際関係学部准教授、下山憲二 海上保安大学校国際海洋政策研究セン

ター准教授、竹内真理 神戸大学法学部教授、藤本昌志 神戸大学海事科学部准教授が参画

した。 

 船長が乗船していることを前提とした現行法の枠組みで、無人運航船の運航責任はどこ

にあるのか。見張りや回避行動の判断はどこで行われるのか。現行法の拡張で対応すべきか、

新たな立法を行うべきかなど、自動車の自動運転の問題に相似する課題が浮き彫りになっ

た。研究会では論点整理を中心に行い、あえて結論を出していない。ただし、陸上の自動運

転に比べ海上交通はステークホルダーが限られていることから、条件によっては海上の無

人運航が今後先行することも考えられた。 

 

④「中国の海洋生態レッドライン制度に関する研究調査」 

（申請代表者：高 翔） 

中国独特のレッドライン制度について、①海洋生態レッドライン制度の枠組み、画定方法、 

合意形成、実施状況、実施の効果、執行に関わるコストや管理の効果、ステークホルダー間

の関係性などについて評価した。②当該制度の実施にあたっての諸問題を抽出した。③海洋

の持続的利用に向けた保全のあり方について考察した。 

現状では 2016 年末まで沿海の 11 の省において、海洋生態レッドラインの画定作業が完

了しており、30％以上の管轄海域、35％の自然海岸線が海洋生態レッドライン制度によって

管理されていることが明らかになった。従来の自然保護区との最も明白な区別は、管理の方

向性（自然保護を前提とするのか、持続可能な利用を前提とするのか）の違いにある。しか

し、海洋自然保護区が完全な「 no take zone 」という性質が持っているわけではない。自然

環境を保護しながら利用するという目的で始められた海洋自然保護区の設置は、海洋生態

系に対する利用と保全との間の協調を求めるという中国の海洋保護区政策の本質を表して

いるものと考えることができる。 

海洋自然保護区制度より後から発展してきた海洋特別保護区の制度は、海洋自然保護区

制度でカバーしきれない利用のニーズに答えるための補填的制度としても機能しているの

ではないかと理解することができる。 

 

➄「漁業者の所得向上につながる資源管理政策に関する定量的な研究」 

（申請代表者：田中 元） 

本研究の目的は、衰退する日本の漁業者の所得向上に必要な漁業政策を定量的に明らか

にする点にある。従来の研究では漁業政策による経済分析は少ない。例えば新潟県でのホッ

コクアカエビの IQ 導入以降の平均価格の推移は明らかにされているが、定量的な分析まで
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は行われていない。このような日本の漁業環境に適しておりかつ経済的な利益を生みだせ

る漁業政策の定量的な研究は、漁業経済に関する政策提言において重要である。 

その結果、北海道函館市のイカ釣り業を対象として、2018 年の漁業法改正により導入され

た資源管理目標に基づく漁獲圧と、現状の漁獲圧を維持した場合の漁獲量を、スルメイカの

資源評価に基づき 2021 年から 2030 年にかけて予測し、その地域経済波及効果を函館市の

産業連関表を用いて計算を行った。これにより、持続的な資源管理政策の地域経済価値が明

らかになり、持続的な漁業の政策立案のための一つの学際的な研究結果が得られた。 

 

⑥「サンゴ年輪研究の環境モニタリングとしての役割と社会実装について」 

（申請代表者：中村 修子） 

環境政策に必須の長期環境モニタリングが開発途上国や地域では実施されていないとい

う点を研究対象課題の出発点とした。地質試料のサンゴ年輪は, 水温や塩分, 重金属などの

情報を連続した年輪に記録するため、これまで長期観測のない気候変動研究に貢献してき

たが, 環境変動のロガーとしても活用が期待できると考えられた。そこでモニタリング環境

のない開発途上国や地域において, 生態系への人為/環境影響評価や公共政策に対するサン

ゴ年輪研究の果たす役割と課題について調査研究を行った。 

サンゴや地質試料を用いた環境復元研究成果について,地域における社会活用の実態を追跡

調査した。研究者側へのヒアリング/アンケート調査から, 12 の既存研究成果について(1)公

共政策等への活用事例(2)代替モニタリングとしての役割 (3)社会活用されるための課題, 

についての情報を得た。５つの復元対象（目的）に分類し整理した結果,研究成果の社会実

装は復元目的別に異なる活用度と特性が見られ, また共通の課題も見られた。 

 

⑦「公海管理に関する西インド洋島嶼国間協力と効果的管理体制構築に向けた課題」 

（申請代表者：小林 正典） 

西インド洋・アフリカ東岸の海域は、近年、遠洋漁業国による漁獲圧の高まりや海洋保護

区設定の動きなど、海洋利用に関する利害が交錯する一方、国情の違いや地域機関の不整合

性等により、十分な政策協調が実現できていない。特に、セイシェル、モーリシャス、マダ

ガスカルといった島嶼国は地域の EEZ や公海管理で重要な役割が期待されているが、政策

実施体制整備が異なる発展段階にあるなど、課題も多い。本研究では、西インド洋の 3つの

島嶼国を中心とした海洋管理、更にはこの地域の公海の管理に関する政策動向を把握し、地

域機関である西インド洋委員会や関連するその他の地域機関の機能を分析し、効果的海洋

管理に向けた多国間地域協力の実効性向上に向けた政策や制度の発展の方向性やそのため

の諸条件を明らかにすることを目的とした。 

西インド洋における漁業、海洋保護区や生物学的・生態学的重要海域（EBSA）、脆弱海洋

生態系（VME）、持続可能なブルーエコノミー推進に向けた取り組み、海洋と気候変動の関

連などの特定や保全管理措置などについてデータや文献調査を行った他、オンラインで研
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究連携者と情報共有、議論を行い、そのとりまとめを行った。また、研究連携者以外にも、

WWFワシントン DC 事務所やローマ事務所、PEW財団関係者などとも意見交換を行った。

とりまとめた内容は持続可能なブルーエコノミー推進やコロナ禍からの経済再生といった

テーマと併せて国際会議やセミナー等で発表をした。研究成果の一部は研究所の紀要に論

文としてまとめた他、中国海洋発展戦略研究所（CIMA）等とのワークショップやその後の

論文などに反映した。また、アラビア海やモーリシャスなどでの委託調査の実施やその成果

のとりまとめなどに研究成果を活用した。 

 

⑨ 「ASEAN 地域のブルーファイナンスのポテンシャル検証 ： 定量的な萌芽研究と事例

分析」（申請代表者：黄 俊揚） 

ASEAN地域は近年、環境保全の意識が高まる中、金融調達の取組みが活発化している一

方、海洋への特設領域枠がまだ揃っていない。そのため、ASEAN 地域の現地の資料収集、

学術連携と事例調査は非常に重要である。経済インパクトを定量的な分析を行うことによ

り、ブルーファイナンスへ総合的な意識向上の効果が期待できる。 

本研究では、R&Dの波及効果を解明するために、GTAP データベースと CGEモデルを用い

て、日本の公的研究開発投資が世界に与える化学・医薬品、電子機器、機械、輸送機器に焦

点を当てて分析し、貿易、厚生を検証する。さらに、北極航路の可能性で、海運・物流分野

の技術向上による経済効果の結果について政策シミュレーションを行った。本研究の成果

は、ジャーナル論文 1本、学会論文 1本、インドネシア大学と特別セミナーを開催した。 

(1) GTAP モデルと R＆D データベースを利用して、日本の政府から R&D に投資による、

サプライチェーンに与える効果が明らかにした。研究成果を国際学術誌 Journal of Social 

Economic Developmentに掲載された 

(2) 上記 R&D 論文の分析結果を基づいて、北極航路のグローバル経済効果を測定して、論

文を作成し、環太平洋産業連関分析学会(PAPAIOS)の国際会議に採択された。 

(3) インドネシア大学経済学部とのブルーファインナス特別セミナーを開催して、若手研

究者とモデリング・分析など活発な議論を行った。 
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おわりに 

本事業の下、中長期的な視点で、海洋が直面する喫緊の課題に対する解決策を創造的な観

点から提示することを目的として、研究を実施した。包括課題研究として、気候安全保障に

関する研究の下、①スティムソンセンター（ワシントン DC）と連携し、気候変動と安全保

障をテーマに学際的な手法を用いて、「気候変動・海洋リスク脆弱性指標（CORVI）」を活用

した途上国の沿岸都市のリスク評価を実施した。「気候変動・海洋リスク脆弱性指標

（CORVI）」プラットフォームも整備・公開され、調査対象都市も８都市に増えた。沿岸都

市のリスクが明らかになるとともに、成果報告会に現地大使館を招くなど工夫を凝らし、今

後、具体的な措置を講じるべき優先課題を現地の利害関係者に示すことができた。研究成果

の構築の際に利害関係者の巻き込みも行うことができた。②気候安全保障に関する研究で

は、本事業の成果を受けて、2021 年９月に『気候安全保障―地球温暖化と自由で開かれた

インド太平洋』（東海教育研究所）が出版され、和文による初めての気候安全保障を包括的

に扱った書籍として、広く関連する諸課題を提起することができた。さらに、海洋の持続可

能な開発と保全活動を支える革新的な資金調達の手段として「ブルーファイナンシング」に

ついて、アジア開発銀行研究所らと共同研究を実施し、論文や書籍にその成果をまとめた。 

また、個別課題研究では、短中期的な視点で集中的に取り組む課題として、環境移転問題

の解決に向けた研究を実施した。また、研究員からの萌芽的な研究課題の提案を受けて、幅

広い視点から機動的な研究活動を実施した。 

まず、気候変動起因の移転問題に係る「尊厳ある移住」概念を応用した調査研究を実施し、

米・ハワイ州やオレゴン州に移住したマーシャル諸島共和国やミクロネシア連邦出身者へ

のヒアリング調査、ミクロネシア三国における新型コロナウイルスの外国人労働者への影

響、さらに日本国内の事例研究を行い、その成果を 2021 年９月の IUCN 総会で発表し、さ

らにポッドキャストで放送するなど、これらの情報を必要とする利害関係者がアクセスし

やすい方式にて研究成果を発表した。さらに日本国内の事例研究も行い、合計６本の学術論

文の共同執筆を行い、2022年 4月発行予定の Journal of Disaster Research Vol.17 No.2（Special 

Issue）で公開される予定である。これらの学術論文は、オープンアクセス論文であるためイ

ンターネット接続さえあればどこからでも読める状態になる。今後は、共同研究を実施した

国際移住機関（IOM）の具体的なガイドラインやプロジェクトに研究の成果を反映するなど

より実践的な活動を実施したい。  

海洋政策特別研究では、2020 年度に提案型研究として、以下の８課題を採択し、研究を

進めた。①海面上昇に伴い水没した島嶼および沿岸域の法的地位に関する研究、②海洋にお

ける課題解決に向けたバイオロギングデータのデータベースの作成、③「無人運航船」をめ

ぐる法的諸問題に関する研究、④中国の海洋生態レッドライン制度に関する研究調査、⑤漁

業者の所得向上につながる資源管理政策に関する定量的な研究、⑥「サンゴ年輪研究の環境

モニタリングとしての役割と社会実装について」の調査研究、⑦公海管理に関する西インド
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洋島嶼国間協力と効果的管理体制構築に向けた課題、⑧ASEAN 地域のブルーファイナンス

のポテンシャル検証：定量的な萌芽研究と事例分析。今後の海洋政策研究の大きなテーマと

なり得る気候・環境変動の観測と影響、海洋の利用と管理における法的・地域枠組について、

多くの知見が得られた。しかし、研究員からの提案型個人研究は、別事業にて一部引き継い

だため、2021年度の本事業の延長分での実施はなかった。 

コロナ禍により、対面でのコミュニケーションが限られたことから、調査研究の成果を政

策に活用するための議論や働きかけの機会が限定的であったことは否めない。2020 年度に

実施できなかった主に渡航用に係る計画および予算を 2021年度に延長したが、一部の国内

における現地調査を除いては、海外渡航を主とした出張はまったく実施できなかった。それ

らの研究計画そのものは、2022 年度の事業の一部として計画を修正して実施することとな

ったので意欲的に進めていきたい。 
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